
広島市委託契約約款（案） 

 

（総則） 

第１条 発注者及び受注者は、この約款（契約書を含む。以下同じ。）に基づき、仕様書等（別添

の仕様書、図面、業務に関する説明書及びこれに対する質問回答書をいう。以下同じ。）に従い、

日本国の法令を遵守し、この契約（この約款及び仕様書等を内容とする業務の委託契約をいう。

以下同じ。）を履行しなければならない。 

２ 受注者は、委託契約書記載の委託業務（以下「委託業務」という。）を契約書記載の委託期間

(以下「委託期間」という。) 内に完了（仕様書等に定めがある場合は、契約の履行の目的物の

引渡しを含む。）し、発注者は、その契約代金を支払うものとする。 

３ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。 

４ この約款に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 

５ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、仕様書等に特別の定め

がある場合を除き、計量法（平成４年法律第５１号）に定めるところによるものとする。 

６ この約款及び仕様書等における期間の定めについては、民法（明治２９年法律第８９号）及

び商法（明治３２年法律第４８号）の定めるところによるものとする。 

（委託業務の公共性の認識等） 

第２条 受注者は、委託業務を行うに当たっては、委託業務の公共性を認識し、常に善良なる管

理者の注意をもつて、委託業務を行わなければならない。 

（経費等の負担） 

第３条 委託業務を行うために必要な経費等は、すべて受注者の負担とする。ただし、発注者が

別に定めたものについては、発注者が負担する。 

（権利義務の譲渡制限等） 

第４条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはな

らない。ただし、あらかじめ書面により発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 受注者は、委託業務の全部又は一部を第三者に請け負わせ、若しくは委任してはならない。

ただし、あらかじめ書面により発注者の承認を得た場合は、当該委託業務の一部を第三者に請

け負わせ、又は委任することができる。 

３ 受注者は、前項の規定にのっとり、業務の一部を第三者に請け負わせ、又は委任する場合は、

下請契約等（広島市競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平成８年４月１日施行。以下「指

名停止措置要綱」という。）第１条の２第３号に規定する下請契約等をいう。以下同じ。）の締

結に際し、次の各号に該当する者がその当事者として選定されることがないよう、必要な措置

を講じなければならない。 

(1) 物品等に係る契約の競争入札参加者の資格等に関する要綱（平成９年９月１２日施行）第

６条第１項各号（第３号を除く。）、第６条の２第１項又は第６条の３第１項若しくは第２項

（同要綱第６条の３第１項又は第２項の場合にあっては、同要綱第６条第１項第１号の規定

に相当する部分に限る。）の規定その他これらに類する発注者が定める要綱等の規定（これら

に準じ又はその例によることとされる場合を含む。）により、本市競争入札参加資格の取消し

を受けた者で、本市競争入札に参加することができない期間を経過しないもの 

(2) 指名停止措置要綱第２条第１項又は指名停止措置要綱第３条（広島市小規模修繕契約希望



者登録制度実施要領（平成１６年１２月１日施行）第１２条において、これらの規定の例に

よることとされる場合を含む。）の規定により指名停止の措置を受けた者で、当該指名停止の

期間を経過しないもの 

(3) 暴力団（広島市発注契約に係る暴力団等排除措置要綱（昭和６２年１１月１日施行）第２

条第１項に規定する暴力団をいう。以下同じ。）、暴力団員等（同要綱第２条第２項に規定す

る暴力団員等をいう。以下同じ。）、暴力団等経営支配法人等（同要綱第２条第３項に規定す

る暴力団経営支配法人等及び同条第４項に規定する被公表者経営支配法人等をいう。以下同

じ。）又は暴力団関係者（同要綱第２条第５項に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）

である者 

４ 受注者は、前項第３号に掲げる者に該当するものを、資材、原材料等の売買その他の契約（業

務を履行するために、受注者が行う資材、原材料等の売買その他の契約（下請契約等を除く。）

をいう。以下同じ。）において、その相手方又は代理若しくは媒介をする者として選定すること

がないよう、必要な措置を講じなければならない。 

５ 受注者は、前３項の規定にのっとり、自ら下請負人（下請契約等の申込みを承諾した者をい

う。以下同じ。）を定め、又は受注者以外の者によって下請負人が定められたときは、直ちに、

全ての下請負人の商号又は名称その他必要な事項を発注者に通知するとともに、第３項各号の

いずれかに該当する者がいないことについて、発注者の確認を受けなければならない。 

（法令の遵守） 

第５条 受注者は、委託業務を履行するに当たっては、労働関係諸法、障害を理由とする差別の

解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６５号）その他関係法規を遵守するとともに、法

令上のすべての責任を負うものとする。 

（実施計画書の作成） 

第６条 受注者は、委託業務を実施するための委託業務実施計画書を作成し、仕様書等に定める

ところに従い、発注者に提出し、その承認を得なければならない。これを変更しようとすると

きも、同様とする。 

（従業員） 

第７条 受注者は、委託業務の履行に必要な数の従業員を委託業務に従事させるものとする。 

２ 発注者は、受注者の従業員で委託業務の処理及び管理につき著しく不適当であると認められ

るものがあるときは、受注者に対し、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべき

ことを請求することができる。この場合において、受注者は、当該請求に係る事項について決

定し、その結果を当該請求を受けた日から１０日以内に発注者に通知しなければならない。 

（現場責任者） 

第８条 受注者は、委託業務に従事する従業員の中から、次に掲げる事項について受注者を代理

する現場責任者を選任するものとする。 

(1) 受注者の従業員の指導監督 

(2) 仕様書等に定めのない業務の履行に係る承諾 

(3) その他この契約の目的達成に必要な事項 

２ 発注者は、委託業務の履行に関する委託者としての注文、指示等は受注者又は受注者の選任

した現場責任者に対して行うものとする。 

（臨機の措置） 



第９条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなければな

らない。この場合において、必要があると認めるときは、受注者は、あらかじめ発注者の意見

を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、この限りでない。 

２ 受注者は、前項の場合においては、そのとった措置の内容について発注者に直ちに通知しな

ければならない。 

３ 発注者は、災害の防止その他契約の履行上特に必要があると認めるときは、受注者に対して

臨機の措置をとることを請求することができる。 

４ 受注者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合は、当該措置に要した費用の

うち、受注者が契約代金額の範囲内において負担することが適当でないと認められる部分につ

いては、発注者がこれを負担する。 

（検査等） 

第１０条 発注者は、必要があると認めたときは、受注者に委託業務に関する資料若しくは報告

書を提出させ、又は受注者の委託業務の実施状況を調査し、若しくは検査することができる。 

２ 発注者は、前項の検査等により、必要があると認めたときは、受注者に対し、必要な措置を

採ることを求めることができる。 

（報告義務） 

第１１条 受注者は、委託業務を実施する際、次に掲げる事態が発生した場合は、直ちに発注者

に報告しなければならない。 

(1) 事故が発生し、又はそのおそれがある場合 

(2) その他委託業務の履行に支障を及ぼす事態が発生し、又はそのおそれがある場合 

２ 受注者は、委託業務実施計画書に従った委託業務の履行ができないことが明らかになったと

きは、発注者に対して直ちにその理由を付した書面を提出しなければならない。 

（実施報告書等） 

第１２条 受注者は、仕様書等に定めるところにより、発注者に対して、委託業務実施報告書を

提出しなければならない。 

２ 発注者は、前項の委託業務実施報告書が到達した日から起算して１０日以内に履行を確認す

るための検査を行うものとする。 

３ 受注者は、前項の検査に合格しないときは、直ちに委託業務の全部又は一部を履行し、発注

者の検査を受けなければならない。 

 （委託契約金額の各年度における支払限度額） 

第１３条の２ この契約による各年度における委託契約金額の支払限度額（消費税及び地方消費

税を含む。）は、委託業務にかかる広島県地域医療介護総合確保事業補助金（以下、単に「補助

金」という。）の内示後はその内示額とし、内示までの間は、次のとおりとする。 

年  度 支払限度額（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額） 

令和４年度   

令和５年度  

令和６年度   

２ 本事業は、すべて広島県地域医療介護総合確保事業補助金（以下、単に「補助金」という。）

を財源とする。補助金は、各年度において、広島市が広島県に翌年度にかかる事業提案を行い、

広島県が翌年度に当該年度の補助金額を内示する。令和５年度以降の契約金額については、各



年度の補助金額を上限として決定するものとし、補助金の減額があった場合は変更契約を締結

する。 

（委託契約金額の支払） 

第１４条 受注者は、各年度において、補助金の内示後に、補助金の内示額を限度として、受注

者の請求のあった日から起算して３０日以内に、委託料を概算払いすることとする。 

２ 各年度において受注者は、当該年度の委託業務実施報告書に添えて、当該年度の委託料にか

かる支出の内訳を明らかにした収支精算書を発注者に提出しなければならない。 

３ 受注者は、各年度における委託料の精算を当該年度の３月３１日までに行わなければならな

い。 

（談合行為等の措置） 

第１４条の２ 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除する

ことができる。 

(1) 公正取引委員会が、この契約に係る入札（見積合わせを含む。以下同じ。）に関して、受

注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）第２条

第６項の不当な取引制限をし、同法第３条の規定に違反する行為がある又はあったとして、

同法第 7 条又は第７条の２の規定による命令を行い、当該命令が確定したとき。 

(2) この契約に係る入札に関して、受注者（受注者の役員等（広島市発注契約に係る暴力団等

排除措置要綱第２条第８項に規定する役員等をいう。）、代理人、使用人その他の従業員を含

む。以下この項において同じ。）が、刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６に規定す

る行為をし、これに対する刑が確定したとき。 

(3) その他この契約に係る入札に関して、受注者が第１号又は前号に掲げる行為をしたことが

明白となったとき。 

(4) この契約に係る入札に関して、受注者が、刑法第１９８条に規定する行為をし、これに対

する刑が確定したとき、又は当該行為をしたことが明白となったとき。 

２ 受注者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けることがあっても、その損害の賠

償を発注者に請求することはできない。 

３ 受注者は、第１項各号のいずれかに該当するときは、委託契約金額の１０分の２（ただし、

同項第４号に該当するときは１０分の１）に相当する額を損害金として発注者の指定する期間

内に支払わなければならない。この契約の解除又は終了の後においても、同様とする。 

４ 第１項の規定によりこの契約を解除した場合において、発注者に生じた実際の損害額が前項

に規定する損害金の額を超えるときは、発注者は受注者に対しその超える額についても損害賠

償請求することができる。 

（発注者の解除権） 

第１５条 発注者は、前条の規定による場合のほか、次の各号のいずれかに該当するときは、こ

の契約を解除することができる。 

(1)  委託業務を発注者が直接行う必要が生じたとき。 

(2) 補助金が交付されないことが決定したとき。 

(3) 受注者が、この契約を誠実に履行する見込みがないと発注者が認めたとき。 

(4) 受注者が、第４条第２項から第４項までの規定に違反したとき。 

(5) 受注者が、前２号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反により契約の目的を 



達成することができないと認められるとき。 

(6) 受注者が次のいずれかに該当するとき。 

ア 警察等捜査機関からの通報等により、受注者が暴力団、暴力団員等、暴力団等経営支配

法人等又は暴力団関係者であることが判明したとき。 

イ 下請契約等又は資材、原材料等の売買その他の契約の締結に際し、その相手方となる事

業者が、暴力団、暴力団員等、暴力団等経営支配法人等又は暴力団関係者であることを知

りながら、当該事業者と当該下請契約等又は資材、原材料等の売買その他の契約を締結し

たと認められるとき。 

ウ 受注者が締結した下請契約等又は資材、原材料等の売買その他の契約の相手方である事

業者が、暴力団、暴力団員等、暴力団等経営支配法人等又は暴力団関係者であることが警

察等捜査機関からの通報等により判明した場合（イに該当する場合を除く。）に、発注者が

受注者に対して当該下請契約等又は資材、原材料等の売買その他の契約の解除を求め、受

注者がこれに従わなかったとき。 

２ 受注者は、前項第２号から第５号までの規定による契約の解除により損害を受けることがあ

っても、その損害の賠償を発注者に請求することはできない。 

３ 受注者は、第１項第２号から第５号までの規定によりこの契約を解除されたときは、委託契

約金額の１０分の１に相当する額を、違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければ

ならない。 

 （受注者の解除権） 

第１６条 受注者は、各年度における補助金の内示額が第１３条第１項に規定する当該年度にお

ける金額の３分の１未満となったときは、この契約を解除することができる。 

２ 受注者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けることがあっても、その損害の賠

償を発注者に請求することはできない。 

（解除後の処理） 

第１７条 受注者は、前２条の規定によりこの契約が解除された場合は、解除の日までに履行し

た委託業務の内容を書面をもって発注者に報告しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定による報告を受けたときは、報告を受けた日から起算して１０日以内

に検査を行い、検査に合格した部分に相応する委託契約金額相当額を受注者に支払うものとす

る。 

（契約保証金） 

第１８条 契約保証金は、受注者が、この契約に定める義務を履行したときは、返還するものと

する。 

２ 契約保証金には、利息を付けない。 

３ 受注者が契約の締結と同時に納付した契約保証金は、第１３条の２第１項及び第１４条第１

項第２号から第５号までの規定により契約が解除された場合においては発注者に帰属し、当該

契約保証金があるとき、又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、発注者は当該契

約保証金又は担保をもって損害金又は違約金に充当することができる。 

（暴力団等からの不当介入の排除） 

第１８条の２ 受注者は、契約の履行に当たり暴力団等（広島市発注契約に係る暴力団等排除措

置要綱第２条第６項に規定する暴力団等をいう。第５項において同じ。）から不当介入を受けた



場合は、その旨を直ちに発注者に報告するとともに、所轄の警察署に届け出なければならない。 

２ 受注者は、前項の場合において、発注者及び所轄の警察署と協力して不当介入の排除対策を

講じなければならない。 

３ 受注者は、前項の規定による排除対策を講じたにもかかわらず、委託期間内の業務完了に遅

れが生じるおそれがある場合は、発注者と委託業務の実施計画に関する協議を行わなければな

らない｡ 

４ 受注者は、発注者との委託業務の実施計画に関する協議を行った結果、委託期間内の業務完

了に遅れが生じると認められた場合は、次条の規定により、発注者に委託期間の延長の請求を

行うものとする。 

５ 受注者は、暴力団等から不当介入による被害を受けた場合は、その旨を直ちに発注者へ報告

するとともに、被害届を速やかに所轄の警察署に提出しなければならない。 

６ 受注者は、前項の被害により委託期間内の業務完了に遅れが生じるおそれがある場合は、発

注者と委託業務の実施計画に関する協議を行うものとし、委託期間内の業務完了に遅れが生じ

ると認められた場合は、次条の規定により、発注者に委託期間の延長の請求を行うものとする。 

（受注者の請求による委託期間の延長） 

第１８条の３ 受注者は、その責めに帰すことができない事由により委託期間内に業務を完了す

ることができないときは、その理由を明示した書面により、発注者に委託期間の延長変更を請

求することができる。 

（一般的損害） 

第１９条 この契約の履行について生じた損害（次条第１項及び第２項に規定する損害を除く。）

については、受注者がその費用を負担する。ただし、その損害（仕様書等に定めるところによ

り付された保険によりてん補された部分を除く。）のうち、発注者の責めに帰すべき事由により

生じたものについては、発注者が負担する。 

（第三者に及ぼした損害） 

第１９条の２ この契約の履行につき第三者に及ぼした損害について、当該第三者に対して損害

の賠償を行わなければならないときは、受注者がその賠償額を負担する。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項に規定する賠償額（仕様書等に定めるところにより付された

保険によりてん補された部分を除く。）のうち、発注者の指示、貸与品等（発注者が受注者に貸

与し、又は支給する図面その他業務に必要な物品等のことをいう。以下同じ。）の性状その他発

注者の責めに帰すべき事由により生じた損害に係るものについては、発注者がその賠償額を負

担する。ただし、受注者が、発注者の指示又は貸与品等が不適当であること等発注者の責めに

帰すべき事由があることを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。 

３ 前２項の場合その他業務を行うにつき第三者との間に紛争を生じた場合においては、発注者

及び受注者は協力してその処理解決に当たるものとする。 

（遅延損害金） 

第２０条 受注者が、その責めに帰すべき理由により委託契約書に定める委託期間内に委託業務

を完了することができないことが明らかになった場合において、委託期間経過後相当の期間内

に完了する見込みがあるときは、発注者は、受注者から遅延損害金を徴して、委託期間を延長

することができる。 

２ 前項の遅延損害金は、延長前の委託期間満了の日から第１２条第２項又は第３項の規定によ



る検査の合格の日までの日数１日に付き、発注者が委託業務の未履行部分に相応する委託契約

金額相当額として定める額の１，０００分の１に相当する額とする。 

 

（守秘義務） 

第２１条 受注者は、委託業務の履行に際して知り得た秘密を他に漏らしてはならない。この契

約の終了後及び解除後も、同様とする。 

２ 受注者は、委託業務の履行に当たり個人情報を取り扱う場合には、別記「個人情報取扱特記

事項」を遵守しなければならない。 

（補則） 

第２２条 この約款に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議して、

これを定める。 

（広島市契約規則第３１条第３号を適用し契約保証金を免除する場合、次の条文を加え

る。） 

（相殺） 

第２０条の２ 発注者は、この契約に基づいて発注者が受注者に負う金銭債務と受注者

が発注者に負う金銭債務とを相殺することができるものとし、なお不足があるときは

追徴するものとする。 


